
参照条文

○ 農林物資の規格化等に関する法律（昭和25年法律第175号）（抄）

（認定に関する業務の実施）

第十七条の五 （略）

２ 登録認定機関は、公正に、かつ、農林水産省令で定める基準に適合する方法に

より認定、その取消しその他の認定に関する業務を行わなければならない。

３ （略）

（業務の休廃止）

第十七条の八 登録認定機関は、認定に関する業務の全部又は一部を休止し、又は

廃止しようとするときは、農林水産省令で定めるところにより、休止し、又は廃

止しようとする日の六月前までに、その旨を農林水産大臣に届け出なければなら

ない。

２ （略）

（改善命令）

第十七条の十一 農林水産大臣は、登録認定機関が第十七条の五の規定に違反して

いると認めるときは、当該登録認定機関に対し、認定に関する業務を行うべきこ

と又は認定の方法その他の業務の方法の改善に関し必要な措置をとるべきことを

命ずることができる。

（登録の取消し等）

第十七条の十二 （略）

２ 農林水産大臣は、登録認定機関が次の各号のいずれかに該当するときは、その

登録を取り消し、又は一年以内の期間を定めて認定に関する業務の全部若しくは

一部の停止を命ずることができる。

一 第十七条の五、第十七条の六第一項、第十七条の七第一項、第十七条の八第

一項、第十七条の九第一項又は次条の規定に違反したとき。

二 （略）

三 前二条の規定による命令に違反したとき。

四・五 （略）

３～５ （略）

６ 農林水産大臣は、第一項から第三項までの規定による処分をしたときは、遅滞

なく、その旨を公示しなければならない。



○ 行政手続法（平成５年法律第88号）（抄）

（不利益処分をしようとする場合の手続）

第十三条 行政庁は、不利益処分をしようとする場合には、次の各号の区分に従い、

この章の定めるところにより、当該不利益処分の名あて人となるべき者について、

当該各号に定める意見陳述のための手続を執らなければならない。

一 次のいずれかに該当するとき 聴聞

イ 許認可等を取り消す不利益処分をしようとするとき。

ロ イに規定するもののほか、名あて人の資格又は地位を直接にはく奪する不

利益処分をしようとするとき。

ハ 名あて人が法人である場合におけるその役員の解任を命ずる不利益処分、

名あて人の業務に従事する者の解任を命ずる不利益処分又は名あて人の会員

である者の除名を命ずる不利益処分をしようとするとき。

ニ イからハまでに掲げる場合以外の場合であって行政庁が相当と認めると

き。

２ （略）


